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質 疑 要 旨 要 答 弁 者 

１ 北朝鮮による日本人拉致問題について 

(1) 石川県主導で拉致被害発生県と連携し、国に対し、外交カード

の具体的行使を迫る「共同緊急提言」を行う考えはないか。 

(2) 拉致問題を体系的に学べる県独自の学習資料の充実や、確実な

授業時間の確保を図るべきと考えるが、見解を聞く。 

(3) 若年層を含む幅広い世代の目に触れるデジタル広報の活用な

ど、新たな風化防止対策が必要と思うが、現在実施している具体

の取組について聞く。 

(4) 捜査・調査に対する不退転の決意とともに、苦しみの中で待ち

続ける家族に寄り添う考えについて、警察本部長の見解を聞く。 

 

２ 災害対策本部の機能強化について 

具体的にどのような機能強化を盛り込み、いつまでに完了させ

るのか、明確なスケジュールと決意を聞く。 

 

３ 平時からの正しいリスク認知について 

(1) 「森本・富樫断層帯」の名称について 

 ア 特定の地域名が含まれていることにより、災害リスクと住民

の危機意思が乖離している懸念があるが、どう認識しているの

か。 

 イ 被害の広がりを誰もが直感的に理解できる通称や補足表現を

導入し、県民が自分事と捉えられる工夫を凝らすべきと思うが

どうか。 

(2) ＧＩＳを活用したデジタルマップについて 

 ア ワンタップで、断層からの具体的な距離が、予測震度や液状

化リスクなどの情報と重ね合わせ表示されるよう、既存システ

ムの操作性等を抜本的に改善すべきと考えるが、見解を聞く。 

 イ 日常的な防災行動にデジタルマップを役立ててもらうため、

より強力な広報活動が必要と思うが、今後の取り組み方針を聞

く。 

知 事 

健康福祉部長 

教 育 長 

警察本部長 

 

 

 

 

 

 

 

知 事 

危機管理部長 

 

 

知 事 

危機管理部長 

 

この質疑要旨は、６月８日午後５時５分に取りまとめたものです。 
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質 疑 要 旨 要 答 弁 者 

４ キッチンカーの営業許可手続きにおける二重行政の解消について 

(1) 県内全域で営業許可の一元化に向け、金沢市との協議をいつま

でに集約するのか、具体的なスケジュールを聞く。 

(2) 富山・福井両県との営業許可の相互承認に向けた協議を、北陸

３県知事会議などを通じて主導していくべきと考えるが、決意を

聞く。 

 

５ 介護現場の人手不足の解消と職員の離職防止に向けたテクノロジ

ー導入支援について 

(1) 介護事業所へのテクノロジー機器の導入支援について 

  ア 補助率４分の３という手厚い補助制度を、機器が標準インフ

ラとして浸透するまで継続する考えはあるか。 

  イ ４分の１の自己負担すら厳しい小規模事業所に対する配慮は

考えられないか。 

(2) モデル事業所で実践している介護業務の改善の取組は、将来の

介護現場にどのような変革をもたらすと捉えているのか。また、

こうした取組を介護現場全体へどのように浸透させていくのか。 

 

６ 子どもたちの「生きる力・学ぶ力」の育成と非認知スキルの育成

について 

  子どもたちの学ぶ力を育む教育改革についての知事の考えを聞

く。併せて、不登校傾向にある児童生徒への多様な学びの場への

支援も含め、今後の具体的な取り組み方針について、知事に聞く。 

 

７ 伝統文化を活かした地域経済の活性化と観光戦略について 

食文化と伝統工芸が融合することで生まれる相乗効果を、地域

経済の活性化や観光産業の底上げにつなげていく戦略と決意を聞

く。 

知 事 

健康福祉部長 

 

 

 

 

 

知 事 

健康福祉部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知 事 

教 育 長 

 

 

 

 

知 事 

文化観光スポーツ部長 

商工労働部長 

この質疑要旨は、６月８日午後５時５分に取りまとめたものです。 
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質 疑 要 旨 要 答 弁 者 

８ 金沢港の機能強化とＡＥＯ制度の導入支援について 

(1) 主要港湾運送事業者がＡＥＯ認定を取得しない場合、納期まで

の日数の予測が困難となり、荷主や物流事業者が不利益を被る恐

れがあることについての危機感や認識を聞く。 

(2) 主要港湾運送事業者のＡＥＯ取得を強力に後押しする県独自の

支援策や、税関との連携強化をどのように進めていくのか。 

知 事 

商工労働部長 

この質疑要旨は、６月８日午後５時５分に取りまとめたものです。 


